
 

資料２－１ 「取替困難機器の経年劣化の分類に関するご意見への対応について」 

に関するコメントへの回答 

 

 

説明依頼事項 回答 

（１）１ページの「2.ご意見に対する対応について」には、「A)技術的な

意見交換の全般に関する前提」として「意見交換の全般にあたって、今

回は前提を置いた上で一般論として意見交換をしており、」とあります。

どのような前提をおいたのか説明して下さい。 

① 

（２）５ページの「表９ ガイド別添 Aにおいて整理した分類の凡例と

考え（ガイド分類見直し版）」について以下を説明して下さい。 

(a)「ガイド分類の説明」には、「① 長期停止期間中の経年劣化の発

生・進展が、プラントの長期運転において機器・構造物の機能維持に影

響を及ぼすおそれがある経年劣化事象。」、「② 長期停止期間中に経年劣

化要因があり、経年劣化の発生・進展がプラントの長期運転において機

器・構造物の機能維持に影響を及ぼさないように、適切な保全活動を行

う必要がある経年劣化事象」とあるが、「プラントの長期運転において」

とはどういう意図か。 

② 

(b)「長期停止期間中の保全活動」には、保管対策と点検が記載されてい

る。補修はふくまれないという理解でよいか。 

(c)「ガイド分類」の③は、「長期停止期間中の保全活動」は「不要」と

されている。長期停止期間中は保全活動を行わないという理解でよい

か。 

③ 

(d)「対象機器・構造物及び経年劣化事象」の「応力腐食割れ（PWR（冷

却材入口管台等）、BWR（計装ノズル等））」は、「長期停止期間中の保全活

動」として「水質管理」とされているが、点検はされないという理解で

よいか。補足説明事項には、「日常保全として，ISIプログラムに従い検

査」とされている。 

(e)「対象機器・構造物及び経年劣化事象」の「腐食（全面腐食）（BWR

（主蒸気ノズル等））」は、「長期停止期間中の保全活動」として「水質管

理」とされているが、点検はされないという理解でよいか。補足説明事

項には、「国内の全 BWRプラントにおいては，設計，製造段階で，余裕を

持った腐食量を設定しており，運転期間中に想定される腐食量が設計段

階で考慮している腐食量よりも十分に小さいことを評価や点検により確

認している。」とされている。 

④ 

（３）２５ページの「ATENAガイドライン（別添 A）と技術ベースとの関

係（コンクリート構造物）」「アルカリ骨材反応（コンクリートの強度低

下）」及び２６ページの「凍結融解（コンクリートの強度低下）」の補足

説明事項には、「なお，高経年化技術評価未実施プラントについても，同

様に反応性骨材ではないこと等を確認しているため，経年劣化要因を排

除・抑制している。」とされているが、根拠となる技術ベースが提示され

ていない。 

⑤ 
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（１）１ページの「2.ご意見に対する対応について」には、「A)技術的な意見交換の

全般に関する前提」として「意見交換の全般にあたって、今回は前提を置いた上で

一般論として意見交換をしており、」とあります。どのような前提をおいたのか説明

して下さい。 

 

【回答】 

これまでの会合を踏まえ、意見交換会の全般に関する前提は以下の通りと認識して

います。また、これら前提については、その主旨について表９の冒頭部に記載し明確

化しております。 

・個別プラントの評価は、それぞれの使用環境等を考慮し確認が必要。（規制当局とし

て個別の妥当性について審査しているものではない。） 

・各プラントで適切な保全を行われていることを個別に確認することが必要。 

（以下、余白） 
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（２）５ページの「表９ ガイド別添 Aにおいて整理した分類の凡例と考え（ガイ

ド分類見直し版）」について以下を説明して下さい。 

(a)「ガイド分類の説明」には、「① 長期停止期間中の経年劣化の発生・進展が、

プラントの長期運転において機器・構造物の機能維持に影響を及ぼすおそれがある

経年劣化事象。」、「② 長期停止期間中に経年劣化要因があり、経年劣化の発生・進

展がプラントの長期運転において機器・構造物の機能維持に影響を及ぼさないよう

に、適切な保全活動を行う必要がある経年劣化事象」とあるが、「プラントの長期運

転において」とはどういう意図か。 

 

【回答】 

・別添 A は、プラントの運転期間に影響を及ぼす可能性がある取替困難な機器・構造

物を対象として、仮に、長期停止期間中の経年劣化の管理が不十分なことによって

劣化が大きく進展することが、その後のプラントの運転期間が長くなるにしたがっ

て、機器・構造物の機能維持に影響を及ぼすことがないようにするために、ATENA

保全ガイドでは、長期停止期間中の的確な保全活動を事業者に促すことを意図して

作成しています。具体的には、長期停止期間中に実施することが必要な点検や保管

対策を、保全ポイントとして明確化し整理することを意図して作成しています。 

・今回のガイド分類は、その別添 A の作成の意図に照らし、例えば②であれば、「プラ

ントの長期運転において機器・構造物の機能維持に影響を及ぼさないように、適切

な保全活動を行う必要がある経年劣化事象」と定義したものです。 

 

（以下、余白） 

  

長期停止期間＊

・OE・CAP

海外不具合情報

・経年劣化知見

＊：本図はイメージ。長期停止の時期・期間はプラントにより異なる。

添付資料①②③
長期停止期間中の経年劣化事象整理

別添A
取替困難機器の長期停止期間中の

経年劣化事象と保全ポイント

各社実績・知見

技術ベース

今後の長期停止期間中の経年劣化管理に活用

▽再稼働
（機器・系統の機能維持を試験・検査で確認後）

長期停止期間中の保全ガイド

本文
特別な保全計画の作成の基本的な考え方

▽基準適合確認

（各事業者にて個別の使用環境を考慮）

安全な長期運転に向けた取組

・長期停止期間中の経年劣化事象について、参考
となる一般情報として想定要否（〇・×）を分類

運転期間

・プラントの長期運転にあたり重要な取替困難機器
について、経年劣化事象の分類と保全ポイントを整
理。
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(b)「長期停止期間中の保全活動」には、保管対策と点検が記載されている。補修は

ふくまれないという理解でよいか。 

(c)「ガイド分類」の③は、「長期停止期間中の保全活動」は「不要」とされてい

る。長期停止期間中は保全活動を行わないという理解でよいか。 

 

【回答】 

(b) 

・一般的に、保全活動には補修も含まれます。JEAC4209 の MC-3「用語の定義」におい

て、保全とは「点検、補修、取替え及び改造」を含むものです。 

・ご指摘を踏まえ、今回の ATENA保全ガイド別添 Aとしては、長期停止期間中の保全活

動の中で「点検および保管対策」について、保全ポイントとして定め事業者に推奨す

ることを明確にします。 

その他の保全活動（補修、取替え及び改造）については、点検で不具合等があれば、

その結果や個別の使用環境を踏まえて各事業者により適宜実施されることになりま

す。 

・また、表９の「長期停止期間中の保全活動」が上記主旨の通り、ATENA ガイドでは点

検と保管対策を推奨していること、及び、点検の結果を踏まえた補修・取替・改造等

の保全は各事業者で適切に実施することを、注記にて明確化します。（表９の修正案

をご参照ください。また、ATENA保全ガイドも今後同じく修正します。） 

 

(c)  

・「ガイド分類」の③において、「長期停止期間中の保全活動」に「不要」と記載してい

りますが、長期停止期間中に行う事業者の保全活動を ATENAガイドの推奨事項だけに

限定し、事業者が実施している日常の保全活動を否定する意図ではありません。上述

の通り、ATENAガイドとして長期停止期間中に推奨する「点検・保管対策」は無いこ

とを意図しています。 

「不要」との記載は不適切ですので、「ATENA ガイドによる点検・保管対策の推奨無

し」という主旨の記載に見直します。 

（以下、余白） 
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【回答】 

・長期停止期間中において、別紙４の通り、水質管理を適切に行うことを前提とすれ

ば、長期停止期間中における応力腐食割れや腐食の発生・進展を抑制できると考え

ております。また、長期停止期間中の水質については，定期的に点検し，これによ

り長期停止期間中の経年劣化の発生・進展を管理しております。 

仮に，長期停止期間中の水質管理の結果に異常が確認された場合には、各事業者

の保全活動の中で、その異常により生じる可能性がある経年劣化の影響について検

討し、必要により，応力腐食割れや腐食が発生・進展していないことを点検するも

のと考えております。 

なお、補足説明事項に記載した日常保全としての ISI プログラムによる検査や腐

食の点検については、通常の運転サイクルにおける日常保全活動として、長期停止

期間中の経年劣化が機器の機能に及ぼす影響を含めて継続的に点検を行っていくこ

とを記載しているものになります。 

（以下、余白） 

 

 

(d)「対象機器・構造物及び経年劣化事象」の「応力腐食割れ（PWR（冷却材入口管

台等）、BWR（計装ノズル等））」は、「長期停止期間中の保全活動」として「水質管

理」とされているが、点検はされないという理解でよいか。補足説明事項には、「日

常保全として，ISI プログラムに従い検査」とされている。 

(e)「対象機器・構造物及び経年劣化事象」の「腐食（全面腐食）（BWR（主蒸気ノズ

ル等））」は、「長期停止期間中の保全活動」として「水質管理」とされているが、点

検はされないという理解でよいか。補足説明事項には、「国内の全 BWR プラントにお

いては，設計，製造段階で，余裕を持った腐食量を設定しており，運転期間中に想

定される腐食量が設計段階で考慮している腐食量よりも十分に小さいことを評価や

点検により確認している。」とされている。 
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【回答】 

アルカリ骨材反応・凍結融解共に、高経年化技術評価を未実施のプラントについては、

個別プラントの評価の詳細を高経年化技術評価の審査において別途確認が必要である

こと、また、長期停止期間中に点検を継続することを明確にするために、別紙４の補足

説明事項を以下の通り見直します。（別紙４見直し版を参照ください） 

 

（修正：アルカリ骨材反応の補足説明事項） 

なお，高経年化技術評価未実施プラントについては，事業者として同様に反応性骨材では

ないこと等により，経年劣化要因を排除・抑制していることを確認しているが，個別プラン

トの評価の詳細については高経年化技術評価の審査において別途確認が必要である。また、

経年劣化の発生・進展がないことを確認するための点検を長期停止期間中にも継続する。 

 

アルカリ骨材反応に対しては、高経年化技術評価を未実施のプラント（審査中プラン

ト含む）※についても、高経年化技術評価実施済みプラントと同様に、設計・施工段階

において、モルタルバー法などによる骨材の反応性試験により反応性骨材ではないこと、

コンクリートバー法によりアルカリシリカ反応を生じるおそれがないことを確認し、経

年劣化要因を排除・抑制していることを事業者として確認しています。 

具体的には、JIS A 1146「骨材のアルカリシリカ反応性試験方法（モルタルバー法）」
＊１に基づく場合、“無害”と判定されることで、反応性骨材ではないことを確認してい

ます。また、日本建築学会「建築工事標準仕様書・同解説 JASS5N 原子力発電所施設に

おける鉄筋コンクリート工事」の付録「付３．JASS 5N T-603 コンクリートの反応性

試験方法」＊２に基づく場合、“反応性なし”と判定されることで、アルカリシリカ反応

を生じるおそれがないコンクリートであることを確認しています。 

なお、個別プラントの評価の詳細については、高経年化技術評価の審査において別途

ご確認いただくものと考えております。 

また、高経年化技術評価未実施プラント（審査中プラント含む）についても、経年劣

化の発生・進展がないことを確認するための目視点検等を長期停止期間中にも継続する

こととしており、別紙４の補足説明事項においても明確にします。 

 

＊１：NaOH水溶液を添加した 40×40×160mm のモルタルバーを 3体作製し、温度 40±2℃、湿度

（３）２５ページの「ATENA ガイドライン（別添 A）と技術ベースとの関係（コンク

リート構造物）」「アルカリ骨材反応（コンクリートの強度低下）」及び２６ページの

「凍結融解（コンクリートの強度低下）」の補足説明事項には、「なお，高経年化技

術評価未実施プラントについても，同様に反応性骨材ではないこと等を確認してい

るため，経年劣化要因を排除・抑制している。」とされているが、根拠となる技術ベ

ースが提示されていない。 
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95％以上にて養生し、所定の材齢にて長さ変化を測定し、モルタルバー3本の平均膨張率

が測定材齢 26週で 0.100 %未満の場合は“無害”と判定。 

＊２：所定のアルカリを添加（アルカリ添加量は酸化ナトリウム当量で、1.2、1.8及び 2.4kg/m3）

したコンクリートバーを各 3 個作製し、供試体の表面をあらかじめ水を含ませた吸水紙

で被覆した状態で温度 40±2℃にて養生し、所定の材齢にて長さ変化を測定し、コンクリ

ートバー3本の平均値について、測定材齢 6ヶ月における膨張率が、いずれのアルカリ添

加量においても 0.1%未満であること、かつ材齢 6ヶ月において、膨張率が 0.1％になると

きのアルカリ添加量の推定値がマイナス 1.2kg/m3 以下、またはプラス 3.0kg/m3 以上で

ある場合は、反応性なしと判定。 

 

凍結融解に対しては、高経年化技術評価を未実施のプラント（審査中プラント含む）
※についても、高経年化技術評価実施済みプラントと同様に、立地地点が凍結融解作用

のおそれのないこと、もしくは、対策を施していることを事業者として確認しています。 

具体的には、日本建築学会「建築工事標準仕様書・同解説 JASS5 鉄筋コンクリート

工事」に掲載されている「凍害危険度の分布図」では、立地地点の凍害危険度を「5：

極めて大きい、4：大きい、3：やや大きい、2：軽微、1：ごく軽微」に分類しており、

泊 2,3 号以外のプラントは「1：ごく軽微」よりも凍害危険度が低いことを確認してい

ます。また、泊 2,3 号については、凍害危険度が「2：軽微」であることから、泊 1 号

と同様の対策として、凍結融解作用に対する抵抗性を確保するために有効な空気量を満

足していることを確認しています。 

なお、個別プラントの評価の詳細については、高経年化技術評価の審査において別途

ご確認いただくものと考えております。 

また、高経年化技術評価未実施プラント（審査中プラント含む）についても、経年劣

化の発生・進展がないことを確認するための目視点検等を長期停止期間中にも継続する

こととしており、別紙４の補足説明事項においても明確にします。 

 

※泊 2,3 号、柏崎刈羽 2,3,4,6,7号、女川 2,3号、東通 1号、浜岡 4,5 号、志賀 1,2号、

大飯 3,4 号、島根 2,3号、伊方 3号、玄海 3,4 号 
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